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議案第 30号 

 

 

令和８年度真鶴町下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条  令和８年度真鶴町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 処理区域面積                        61 ヘクタール 

（２） 年間総処理水量                              77,880 ㎥ 

（３） 一日平均処理水量                                   213 ㎥ 

（４） 主要な建設改良事業費                                 81,091 千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

なお、営業外費用中企業債利息 17,879 千円の財源に充てるため、企業債 3,800 千円を

借り入れる。 

 

収                         入 

第１款  下水道事業収益                                     221,044 千円 

第１項  営業収益                                          19,021 千円 

第２項  営業外収益                                       201,573 千円 

第３項 特別利益                          450 千円 

 

支                         出 

第１款  下水道事業費用                                     223,944 千円 

第１項  営業費用                                         205,812 千円 

第２項  営業外費用                                        18,032 千円 

第３項  予備費                                              100 千円                  

                           

（資本的収入及び支出） 

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額56,705千円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調

整額1,474千円、過年度分損益勘定留保資金4,107千円及び当年度分損益勘定留保資金

51,124千円で補填するものとする。） 

 

収                         入 

第１款  資本的収入                                         140,109 千円 



第１項  企業債                                           123,700 千円 

第２項  補助金                                          4,125 千円 

第３項  負担金及び分担金                                  450 千円 

   第４項 他会計負担金                       11,834 千円 

 

支                         出 

第１款  資本的支出                                          196,814 千円 

第１項  建設改良費                                        81,091 千円 

第２項  企業債償還金                                      115,423 千円 

第３項 予備費                           300 千円 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目

的 
限度 額 起 債 の 方 法 利    率 償 還 の 方 法 

 

 

 

下 水 道 

 

整備事業 

 

 

 

 

127,500 千円 

（限度額には収

益的費用の財源

に充てるその他

企業債 3,800 千

円を含む） 

証書借入 

又は 

証券発行 

 

事業の進捗

により、起債前

借又は、翌年度

に繰り越して

借り入れるこ

とができる。 

 

 

5.0％以内 

（ただし、利率見

直し方式で借り

入れる資金につ

いて、利率の見直

しを行った後に

おいては、当該見

直し後の利率） 

  

 

 

 政府資金について

は、その融資条件に

より、銀行その他の

場合にはその債権者

と協定するものによ

る。 

 ただし、企業財政

の都合により据置期

間及び償還期限を短

縮し、又は繰上償還

若しくは低利に借換

えすることができ

る。 

 

（一時借入金） 

第６条  一時借入金の限度額は、147,825 千円と定める。 

 

（予定支出の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 収益的支出における各項間の流用 

（２） 資本的支出における各項間の流用 

 

（議会の議決を経なければ流用することができない経費） 

第８条  次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら



ない。 

（１） 職員給与費                                                19,253 千円 

   

（他会計からの補助金） 

第９条  下水道事業運営のため、他会計からこの会計へ補助を受ける金額を次のとおりと

定める。 

（１） 一般会計補助金     123,483 千円 

 

 

令和８年２月 25日提出 

 

真 鶴 町 長    小 林 伸 行 



 



 

下 水 道 事 業 会 計 

予 算 に 関 す る 説 明 書 



 



収  入

予 定 額

1 下水道事業収益 221,044

1 営業収益 19,021

1 下水道使用料 15,077

2 雨水処理負担金 3,858

3 その他営業収益 86

2 営業外収益 201,573

1 受取利息及び配当金 1

2 他会計負担金 107,341

3 補助金 20,000

4 長期前受金戻入 73,231

5 消費税還付金 1,000

3 特別利益 450

1 その他特別利益 450

備　　　考目項 款

令和８年度真鶴町下水道事業会計予算実施計画
収益的収入及び支出

（単位：千円）
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支  出

予 定 額

1 下水道事業費用 223,944

1 営業費用 205,812

1 管渠費 11,938

2 ポンプ場費 16,362

3 総係費 47,576

4 減価償却費 129,936

2 営業外費用 18,032

1 支払利子 18,031

2 雑支出 1

3 予備費 100

1 予備費 100

収益的収入及び支出

（単位：千円）

項 目 備　　　考 款
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収  入

予 定 額

1 資本的収入 140,109

1 企業債 123,700

1 企業債 123,700

2 補助金 4,125

1 国庫補助金 4,125

3 負担金及び分担金 450

1 負担金 450

4 他会計負担金 11,834

1 他会計負担金 11,834

支  出

予 定 額

1 資本的支出 196,814

1 建設改良費 81,091

1 下水道設備工事費 81,091

2 企業債償還金 115,423

1 企業債償還金 115,423

3 予備費 300

1 予備費 300

（単位：千円）

項 款 備　　　考目

備　　　考

（単位：千円）

資本的収入及び支出

 款 項 目

- 297 -



 



(単位：円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純損失 △ 3,791,603

　　　減価償却費 129,936,000

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） 495,000

　　　法定福利費引当金の増減額（△は減少） 99,000

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 6,076

　　　長期前受金戻入額 △ 73,231,000

　　　受取利息及び配当金受取額 △ 1,000

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 18,031,000

　　　３条充当企業債の借入額 3,800,000

　　　営業及び営業外未収金の増減額（△は増加） △ 4,674,285

　　　営業及び営業外未払金の増減額（△は減少） 1,385,131

　　　小計 72,042,167

　　　受取利息及び配当金受取額 1,000

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 17,957,243

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 54,085,924

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 △ 80,494,547

　　　国(県)補助金による収入 3,750,000

　　　負担金による収入 11,326,637

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 65,417,910

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 131,100,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出 △ 115,423,000

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 15,677,000

　　資金増加額（又は減少額） 4,345,014

　　資金期首残高 37,593,547

　　資金期末残高 41,938,561

令和８年度真鶴町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(令和８年４月１日から令和９年３月31日まで)

金　　　額
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-

-

宿日直手当 計

-

-

-

2,647

3,248

△ 601

2,167

3,015

△ 848

1,032

2,180

△ 1,148

8,984

管理職員
特別勤務手当

期末手当 勤勉手当 退職手当等 その他

11,472

△ 2,488

-

-

-

- -

本 年 度

前 年 度

- - -

- - - - -

- - - -

-

-

- -

-

-

--

その他の
特 別 職 - -

- -

- -

- -

- - - - - -

-

-

-

-計

- - -

-

- --

給 与 費 明 細 書

報 酬 給 料
期 末 手 当
年間支給率
（ 月 分 ）

地域手当

（単位:千円）１．特　別　職

そ の 他
の 手 当

計
備考区 分 合 計

給 与 費
法 定
福 利 費

職員数
（人）

議 員

長 等 - -

-

- -

---

-

-

- - -

-

-

前

年

度

その他の
特 別 職 - - -

- - -

計 - - -

-

-

- - -

-

-

長 等 -

比

較

計

その他の
特 別 職 - - -

- -

議 員 -

本

年

度

484

比 較

576 175

0 0 590 0

△ 576△ 258

0

合　　計 4

-

長 等

議 員

- -

486 653

（１）総　　括

２．一　般　職

区 分

881

309 1,183

時 間 外
勤 務 手 当

△ 63

手

当

の

内

訳

扶 養 手 当 管 理 職 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

特殊勤務手当

-

0 - 0 0

0 - 0 0 0 0

△ 2 - △ 8,188 △ 12,754△ 2,488 △ 10,676 △ 2,078

2,064

258

比

較

損益勘定支弁職員 △ 2

-

△ 486

-

-

区 分
職員数
（人）

給 与 費 法 定
福 利 費

合 計
報 酬 給 料 手 当 計

資本勘定支弁職員 0 - 0 0 0 0 0

- △ 8,188 △ 2,488 △ 10,676 △ 2,078 △ 12,754

資本勘定支弁職員

前

年

度

損益勘定支弁職員

0 0 0

合　　計

備　考

本

年

度

損益勘定支弁職員 2 - 7,366 8,984 16,350 2,903 19,253

合　　計 2 - 7,366 8,984 16,350

資本勘定支弁職員

4

- 15,554 11,472 27,026 4,981 32,007

- -

- -

（単位:千円）

- 15,554 11,472 27,026 4,981 32,007

- - -

19,2532,903

- -

- -

- - - - - -

-

-

-
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計

11,472

△ 2,488

-

8,984

- -

特殊勤務手当 宿日直手当
管理職員

特別勤務手当
期末手当 勤勉手当 退職手当等 その他 計

-

-

-

-

-

-

-

-

手 当

（単位:千円）

勤勉手当

地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
時 間 外
勤 務 手 当

退職手当等 その他 計

ア 会計年度任用職員以外の職員 （単位:千円）

△ 601

手

当

の

内

訳

- - -

前 年 度 -

特殊勤務手当 宿日直手当
管理職員

特別勤務手当
期末手当

区 分
職員数
（人）

給 与 費 法 定
福 利 費

合 計 備 考

区 分 扶 養 手 当 管 理 職 手 当

報 酬 給 料

-

-

-

-

-

-

-

比 較 - - - - -

- - -

本 年 度 - - -

前 年 度

-

-

-

-

-

-

-

- - - -

比 較 -

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

- 7,366 8,984 16,350 2,903 19,253

486 653

0 0

1,183

本 年 度

1,032

△ 258 △ 486

区 分
職員数
（人）

給 与 費 法 定
福 利 費

合 計

△ 10,676 △ 2,078 △ 12,754

2

手

当

の

内

訳

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

イ 会計年度任用職員

-

- - - - -

0

15,554 11,472

合　　計

前

年

度

損益勘定支弁職員 4

--

2,167

3,015

△ 848

-

合　　計

比

較

損益勘定支弁職員 △ 2

備　考
報 酬 給 料 手 当 計

本

年

度

損益勘定支弁職員 2 - 7,366 8,984 16,350 2,903 19,253

資本勘定支弁職員 0 - 0 0 0 0

-

15,554 11,472 27,026 4,981 32,007

資本勘定支弁職員 0 - 0 0 0 0 0

合　　計 4 27,026 4,981 32,007

資本勘定支弁職員 0 - 0 0 0

-

-

-

- - -

- -

-

-

△ 2 - △ 8,188 △ 2,488

0 0 590 0 484 2,064

258 881

扶 養 手 当

△ 63 △ 576 309

576 175

2,180

△ 1,148

-

- △ 8,188 △ 2,488 △ 10,676 △ 2,078 △ 12,754

管 理 職 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

2,647

3,248

時 間 外
勤 務 手 当
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令和７年４月１日

採   用

退   職

増　 減

増　 減

増

△ 3人

会計間異動の状況

前年度

増　 減

0人

△ 258

△ 855

△ 1,148

△ 608

△ 486

△ 199

そ の 他 の

2人

1人

4人

勤 勉 手 当

0

給与改定の状況

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区 分

給 料

3.1％

給与改定に

その他

伴う増減分

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

給料の改定率

-

管理職員特別勤務手当

勤 勉 手 当

退 職 手 当 等

そ の 他 -

昇給に伴う

△ 8,188

0

給与改定実施時期

本年度

138

△ 11,461

1,183

住 居 手 当

通 勤 手 当

地 域 手 当

7

△ 2,638

管 理 職 手 当

-特 殊 勤 務 手 当

地 域 手 当 136

△ 576

そ の 他 の △ 8,326 採用退職による増減 3,135 職員数の異動状況

増 減 分 昇格による増 0 現に在職する職員数

会計間異動による増減

4人

△ 2人

減

増 減 分

1人

採用退職の状況

宿 日 直 手 当

時 間 外 勤 務 手 当

期 末 手 当

扶 養 手 当

309

-

伴う増減分

期 末 手 当 7

1人

手 当 △ 2,488 制度改正に 150

備 考説 明

増 加 分

（単位:千円）
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区 分

（３）給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与

令和７年１月１日現在

大 学 卒

0

-

50.0

２級

0 0.0

- -0.0

-

５級

６級

７級

-

0.0

0

1

1

１級 0

参 事

７ 級

主 事
技 師
教 諭

-

-

-

-0.0 計

232,000

200,300

232,000

0

技 能 職 作 業 員
作 業 員

自動車運転員

主 任 主 事
主 任 技 師
主 任 教 諭

係 長
主 査

課 長 補 佐行 政 職

作 業 員
自動車運転員

自動車運転員

業 務 主 任

令和７年１月１日

現在

２級

１ 級 ２ 級 ４ 級 ５ 級

２級

４級 -

５級 0

1

計 2

25.0

100.0

0.0 １級 -

６ 級

計

-

-

4

６級

25.0

３ 級

３級 0 ３級 -

４級

0.0

（級別の標準的な職務内容）

(円)

(円)

(円) 352,949

行 政 職 技 能 職

(円)

区 分

令和８年１月１日現在

平 均 給 料 月額

-

0.0

職員数(人) 構成比(％)

50.0

区 分

高 校 卒

行 政 職

-

-

(円)

(歳)

令和８年１月１日

現在

級 構成比(％)職員数(人)

1

４級

平 均 給 与 月額

平 均 給 料 月額 323,200

300,278

37平 均 年 齢

0

平 均 給 与 月額

平 均 年 齢

-

１級

国 の 制 度

計

100.0

１級 - -

技 能 職行 政 職

-

-

真 鶴 町

-

-

７級 0

区 分

２級

３級

４級

0.0

0.0

主 事 補
技 師 補
教 諭

課 長
事 務 局 長
担 当 課 長

-

３級

2 50.0

(歳)

イ 初　任　給

ウ 級 別 職 員 数

200,300

行 政 職 (円)

級

271,900 -

44.25
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-

0 -(人)

2

2 -

エ 昇　　給

0

(人)

(人)

(人) 0

職 員 数

(月分)

-

前 年 度
(1.200)

1 -

８号級

（Ａ）

昇 給 に 係 る 職 員 数

(人)

(人)

行 政 職 技 能 職

号 級 数 別 内 訳

100.00

合 計

(％)

0

2 -

0 -

0 -

2

本

年

度

一般会計の制度と同じ
2.350 4.65

区 分

(人)

100.00

４号級 (人)

(％)

3 3

前

年

度

職 員 数

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） 100.00 -

(人) 4

-

4 -

-

2（Ｂ）

２号級

４号級

６号級

2

(2.45)
無

4

1

-比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ）

(人) 0 0

4

６号級 (人) 0 0

（Ａ）

-

２号級 (人)

一般会計の制度と同じ

備 考
支 給 率 計

区 分
職務上の段階、
職 務 の 級 等 に

区 分

支 給 率 等

よ る 加 算 措 置

支 給 期 別 支 給 率

６月(月分)

4.65

2.300

本 年 度
(1.225) (1.225)

(1.225)

(2.45)
無

2.325 2.325

（Ｂ）

の 者 ( 月 分 )

33.27075 47.709 47.709

47.709

12月(月分)

2.325 4.65

100.00

号 級 数 別 内 訳

昇 給 に 係 る 職 員 数

( 支 給 率 等 )
一般会計の制度

20 年 勤 続

2.325

備 考
加 算 措 置 等

33.27075 47.709

　備考（　）内は、再任用職員について示す。

(1.225) (2.45)
有 算定基礎は国の制度と同じ

同

12(8)

支 給 対 象 職 員 数

(％)

(％)

(人)

扶 養 手 当

住 居 手 当

の 者 ( 月 分 ) (月分)
25 年 勤 続 35 年 勤 続 最 高 限 度

８号級

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

ケ その他の手当ク 特殊勤務手当

オ 期末手当・勤勉手当

キ 地 域 手 当

定年前早期退職

そ の 他 の

区 分

通 勤 手 当

給 料 総 額 に
対 す る 比 率 （ ％ ）
支給対象職員の比率(％)
（令和８年１月１日現在)
代 表 的 な 特 殊 勤 務
手 当 の 名 称

区 分 全職種 行政職 技能職

- - -

- - -

-

支 給 対 象 地 域

支 給 率

(２～20%加算)
特 例 措 置

カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

の 者 ( 月 分 )

24.586875

24.586875

一般会計の制度

(1.250)

異

真 鶴 町

8

2

国の制度との異同

同

一般会計の制度と同じ
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　１　 営　　業　　収　　益

(1) 下 水 道 使 用 料 13,811,819

(2) 雨 水 処 理 負 担 金 5,255,000

(3) そ の 他 営 業 収 益 116,000 19,182,819

　２　 営　　業　　費　　用

(1) 管 渠 費 41,558,556

(2) ポ ン プ 場 費 13,503,097

(3) 総 係 費 25,781,186

(4) 減 価 償 却 費 128,264,000

(5) 資 産 減 耗 費 439,000 209,545,839

190,363,020

　３　 営　業　外　収　益

(1) 受取利息及び配当金 1,000

(2) 他 会 計 負 担 金 120,580,910

(3) 補 助 金 4,833,000

(4) 長期前受金戻入益 73,577,000

(5) 雑 収 益 14,141 199,006,051

　４　 営　業　外　費　用

(1) 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

(2) 雑 支 出 6,390,833 24,499,833 174,506,218

15,856,802

　５　 特　　別　　利　　益

(1) 過年度損益修正益 302,000

(2) そ の 他 特 別 利 益 20,597,000 20,899,000

　６　 特　　別　　損　　失

(1) そ の 他 特 別 損 失 929,000 929,000 19,970,000

4,113,198

16,279,676

12,166,478当 年 度 未 処 理 欠 損 金

（単位：円）

営 業 損 失

18,109,000

経 常 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

令和７年度真鶴町下水道事業予定損益計算書（前年度分）
（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）
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(単位：円)

１

（１）有 形 固 定 資 産

イ 土 地 61,043,093

ロ 建 物 345,869,843

減 価 償 却 累 計 額 △ 27,776,826 318,093,017

ハ 構 築 物 2,304,080,887

減 価 償 却 累 計 額 △ 169,327,222 2,134,753,665

ニ 機 械 及 び 装 置 94,822,787

減 価 償 却 累 計 額 △ 38,096,871 56,725,916

ホ 建 設 仮 勘 定 948,181

有 形 固 定 資 産 合 計 2,571,563,872

（２）無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 1,432,561,799

無 形 固 定 資 産 合 計 1,432,561,799

（３）投 資 そ の 他 の 資 産

イ そ の 他 の 投 資 1,000,000

投資その他の資産合計 1,000,000

固 定 資 産 合 計 4,005,125,671

２

（１）現 金 預 金 37,593,547

（２）未 収 金

イ 営 業 未 収 金 753,066

ロ 営 業 外 未 収 金 3,170,708 3,923,774

（３）貸 倒 引 当 金 △ 7,000

未 収 金 合 計 3,916,774

流 動 資 産 合 計 41,510,321

資 産 合 計 4,046,635,992

令和７年度真鶴町下水道事業予定貸借対照表

資　産　の　部

(令和８年３月31日)

　固　定　資　産

　流　動　資　産
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(単位：円)

３

（１）企 業 債 1,337,060,189

固 定 負 債 合 計 1,337,060,189

４

（１）企 業 債 115,423,000

（２）未 払 金 18,217,874

（３）引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 1,615,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 336,000

引 当 金 合 計 1,951,000

（４）未 払 費 用 247,461

流 動 負 債 合 計 135,839,335

５

（１）長 期 前 受 金

イ 長 期 前 受 金 2,470,192,208

収 益 化 累 計 額 △ 222,650,495 2,247,541,713

繰 延 収 益 合 計 2,247,541,713

負 債 合 計 3,720,441,237

(単位：円)

６

（１）自 己 資 本 金 307,839,687

資 本 金 合 計 307,839,687

７

（１）資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 30,521,546

資 本 剰 余 金 合 計 30,521,546

（２）利 益 剰 余 金

イ 未 処 理 欠 損 金 12,166,478

利 益 剰 余 金 合 計 △ 12,166,478

剰 余 金 合 計 18,355,068

資 本 金 合 計 326,194,755

負 債 資 本 合 計 4,046,635,992

負　債　の　部

資　本　の　部

　剰　 余 　金

　固　定　負　債

　流　動　負　債

　繰　延　収　益

　資　 本 　金
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(単位：円)

１

（１）有 形 固 定 資 産

イ 土 地 61,043,093

ロ 建 物 353,369,843

減 価 償 却 累 計 額 △ 37,168,826 316,201,017

ハ 構 築 物 2,304,535,433

減 価 償 却 累 計 額 △ 225,778,222 2,078,757,211

ニ 機 械 及 び 装 置 94,822,787

減 価 償 却 累 計 額 △ 49,751,871 45,070,916

有 形 固 定 資 産 合 計 2,501,072,237

（２）無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 1,453,611,981

無 形 固 定 資 産 合 計 1,453,611,981

（３）投 資 そ の 他 の 資 産

イ そ の 他 の 投 資 1,000,000

投資その他の資産合計 1,000,000

固 定 資 産 合 計 3,955,684,218

２

（１）現 金 預 金 41,938,561

（２）未 収 金

イ 営 業 未 収 金 1,872,572

ロ 営 業 外 未 収 金 6,725,487 8,598,059

（３）貸 倒 引 当 金 △ 924

未 収 金 合 計 8,597,135

流 動 資 産 合 計 50,535,696

資 産 合 計 4,006,219,914

令和８年度真鶴町下水道事業予定貸借対照表
(令和９年３月31日)

　固　定　資　産

　流　動　資　産

資　産　の　部
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(単位：円)

３

（１）企 業 債 1,351,716,606

固 定 負 債 合 計 1,351,716,606

４

（１）企 業 債 120,243,583

（２）未 払 金 19,603,005

（３）引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 2,110,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 435,000

引 当 金 合 計 2,545,000

（４）未 払 費 用 321,218

流 動 負 債 合 計 142,712,806

５

（１）長 期 前 受 金

イ 長 期 前 受 金 2,485,268,845

収 益 化 累 計 額 △ 295,881,495 2,189,387,350

繰 延 収 益 合 計 2,189,387,350

負 債 合 計 3,683,816,762

(単位：円)

６

（１）自 己 資 本 金 307,839,687

資 本 金 合 計 307,839,687

７

（１）資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 30,521,546

資 本 剰 余 金 合 計 30,521,546

（２）利 益 剰 余 金

イ 未 処 理 欠 損 金 15,958,081

利 益 剰 余 金 合 計 △ 15,958,081

剰 余 金 合 計 14,563,465

資 本 金 合 計 322,403,152

負 債 資 本 合 計 4,006,219,914

　剰　 余 　金

　固　定　負　債

　流　動　負　債

　繰　延　収　益

　資　 本 　金

資　本　の　部

負　債　の　部
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収  入

 1 下水道事業収益 221,044 214,208 6,836

1 営業収益 19,021 19,427 △ 406

 1 下水道使用料 15,077 14,056 1,021

 2 雨水処理負担金 3,858 5,255 △ 1,397

 3 その他営業収益 86 116 △ 30

2 営業外収益 201,573 193,929 7,644

 1 受取利息及び 1 1 0

　 配当金

 2 他会計負担金 107,341 115,541 △ 8,200

 3 補助金 20,000 4,833 15,167

 4 長期前受金戻入 73,231 72,554 677

 5 消費税還付金 1,000 1,000 0

3 特別利益 450 852 △ 402

 1 その他特別利益 450 852 △ 402

令和８年度 真鶴町下水道事業会計予算明細書
収益的収入及び支出

款 項 目 当年度予定額 前年度予定額 増 減 額
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区分 金　額

　公共下水道使用料 15,077 　公共下水道使用料 15,077

　雨水処理負担金 3,858 　雨水処理負担金 3,858

　手数料 86 　排水設備指定工事店登録等手数料 65

　排水設備責任技術者登録等手数料 21

　預金利息 1 　預金利息 1

　一般会計負担金 107,341 　一般会計負担金 107,341

　国庫補助金 20,000 　上下水道一体効率化・基盤強化推進事業補助金 20,000

　受益者負担金戻入 148 　受益者負担金戻入 148

　国庫補助金戻入 27,167 　国庫補助金戻入 27,167

　県補助金戻入 20,544 　県補助金戻入 20,544

　他会計負担金戻入 25,372 　他会計負担金戻入 25,372

　消費税還付金 1,000 　消費税還付金 1,000

　その他特別利益 450 　電力料高騰分に係る一般会計繰入金 450

説　　　明

（単位：千円）

節
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支  出

 1 下水道事業費用 223,944 218,908 5,036

1 営業費用 205,812 200,053 5,759

 1 管渠費 11,938 17,974 △ 6,036

 2 ポンプ場費 16,362 15,793 569

 3 総係費 47,576 37,896 9,680

款 項 目 当年度予定額 前年度予定額 増 減 額
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区　分 金　額

　職員手当等 168 168

　賞与等引当金繰入額 799 　賞与引当金 660

　法定福利費引当金 139

　旅費 1 　普通旅費 1

　備消耗品費 74 　図書購入費 74

　委託料 550 　下水道台帳システム委託料 550

　負担金 10,346 　兼務職員（技術）に係る人件費負担金等 10,346

　備消耗品費 54 　中継ポンプ場管理用消耗品費 54

　燃料費 1 　自家発電機燃料費 1

　光熱水費 172 　水道使用料 172

　委託料 5,137 　中継ポンプ場維持管理業務委託料 4,397

　水質検査委託料 400

　その他委託料 340

　動力費 2,931 　下水道施設電気使用料 2,931

　修繕費 400 　下水道施設修繕料 400

　通信運搬費 33 　中継ポンプ場電話料 33

　賃借料 280 　下水道施設監視システム使用料 166

　可搬式発電機等賃借料 114

　保険料 74 　建物災害共済保険料 69

　下水道賠償責任保険料 5

　負担金 7,280 　下水処理負担金 7,280

　給料 7,366 　一般職２名 7,366

　職員手当等 6,706 　通勤手当 484

　時間外勤務手当 1,896

　期末手当 1,507

　勤勉手当 1,197

　退職手当等 1,032

　地域手当 590

（単位：千円）

節
説　　　明

　時間外勤務手当
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支  出

 4 減価償却費 129,936 128,390 1,546

2 営業外費用 18,032 17,819 213

 1 支払利子 18,031 17,818 213

 2 雑支出 1 1 0

特別損失 0 936 △ 936

   その他特別損失 0 936 △ 936

3 予備費 100 100 0

 1 予備費 100 100 0

款 項 目 当年度予定額 前年度予定額 増 減 額
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区　分 金　額

　賞与等引当金繰入額 1,746 　賞与引当金 1,450

　法定福利費引当金 296

　法定福利費 2,468 　職員共済負担金 2,430

　公務災害負担金 38

　旅費 44 　普通旅費 44

　研修費 90 　公営企業会計研修受講料 90

　備消耗品費 40 　図書購入費 40

　手数料 25 　振込手数料 25

　委託料 23,452 　ウォーターＰＰＰ導入可能性調査業務委託料 20,020

　公営企業会計システム電子決裁導入業務委託料 1,591

　その他委託料 1,841

　通信運搬費 4 　料金後納郵便料 4

　賃借料 50 　公営企業会計システム電子決裁パッケージ使用料 50

　負担金 5,585 　全国町村下水道事業推進協議会神奈川県支部負担金 25

　日本下水道協会負担金 48

　神奈川県下水道協会負担金 12

　兼務職員（事務）に係る人件費負担金 5,500

　建物減価償却費 9,392 　建物減価償却費 9,392

　構築物減価償却費 56,451 　構築物減価償却費 56,451

　機械及び装置減価償却費 11,655 　機械及び装置減価償却費 11,655

　施設利用権減価償却費 52,438 　施設利用権減価償却費 52,438

　企業債利息 17,879 　企業債利息 17,879

　一時借入金利息 152 　一時借入金利息 152

　その他雑支出 1 　その他雑支出 1

　予備費 100 　予備費 100

説　　　明

（単位：千円）

節

- 314 -



収  入

 1 資本的収入 140,109 89,821 50,288

1 企業債 123,700 72,600 51,100

 1 企業債 123,700 72,600 51,100

2 補助金 4,125 5,500 △ 1,375

 1 国庫補助金 4,125 5,500 △ 1,375

3 負担金及び分担金 450 350 100

 1 負担金 450 350 100

4 他会計負担金 11,834 11,371 463

 1 他会計負担金 11,834 11,371 463

支  出

 1 資本的支出 196,814 145,657 51,157

1 建設改良費 81,091 30,476 50,615

 1 下水道設備工事費 81,091 30,476 50,615

2 企業債償還金 115,423 114,881 542

 1 企業債償還金 115,423 114,881 542

3 予備費 300 300 0

 1 予備費 300 300 0

款 項 目 当年度予定額 前年度予定額 増 減 額

令和８年度 真鶴町下水道事業会計予算明細書
資本的収入及び支出

款 項 目 当年度予定額 前年度予定額 増 減 額
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区　分 金　額

　企業債 123,700 76,300

47,400

　国庫補助金 4,125 　社会資本整備総合交付金 4,125

　受益者負担金 450 　受益者負担金 450

　一般会計負担金 11,834 　一般会計負担金 11,834

区　分 金　額

　工事請負費 8,750 　公共汚水ます設置工事 500

　真鶴中継ポンプ場屋上防水改修工事 8,250

　負担金 72,341 　広域公共下水道建設事業費負担金 72,341

　元金償還金 115,423 　元金償還金 115,423

　予備費 300 　予備費 300

節
説　　　明

（単位：千円）

（単位：千円）

節
説　　　明

　建設改良企業債

　資本費平準化債
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－317－ 

 

注記 

 Ⅰ 重要な会計指針 

   地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

  １ 固定資産の減価償却の方法 

   （１）有形固定資産 

      ・減価償却の方法    定額法 

      ・主な耐用年数 

       建物         ７年～50 年 

       構築物        10 年～60 年 

       機械及び装置     ６年～17 年 

（２）無形固定資産 

      ・減価償却の方法    定額法 

      ・主な耐用年数 

       施設利用権         50 年  

  ２ 引当金の計上方法 

   （１）賞与引当金 

      職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

   （２）法定福利費引当金 

      職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、

当年度末における支払見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

上している。 

   （３）貸倒引当金 

      債権不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上して

いる。 

  ３ 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

 Ⅱ  予定貸借対照表関連 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 312,698,919 円  

  ２ 長期前受金収益化累計額 295,881,495 円  

  ３ 資産に係る引当金に関する事項 

    貸借対照表に計上されている未収金のうち、貸倒引当金 924 円が控除さ

れている。 

  ４ 引当金の取崩し 

   （１）賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し 

      令和８年度において、期末手当及び勤勉手当を支給することとなっ

たため、賞与引当金 1,615,000 円及び法定福利費引当金 336,000 円を

取り崩している。 
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   （２）貸倒引当金の取崩し 

      令和８年度において、未収下水道料金の一部を不納欠損することと

なったため、貸倒引当金 6,076 円を取り崩している。 

 

 

 

 

 

 

 

 


